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１８ 

平成２１年４月１４日  

 

  総務大臣 

   鳩山 夫 殿 

 

                       情報通信行政・郵政行政審議会 

                            会長  高 橋  温 

 

答 申 書（案） 

 

 

平成２１年２月２４日付け諮問第３０１１号をもって諮問された事案について、審議の結果、

下記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 本件、電気通信事業法施行規則の一部改正については、諮問のとおり改正することが適当

と認められる。 

 

２  なお、提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別添のとおりである。 

 



電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案に対する意見及びそれに対する考え方 
 

意見１ 省令改正案全般について。 考え方１ 

１ 原案に賛成します。 

２ 施行規則全般に「枝番」が多数あることから、繰り下げなどによる条番号の整理が望

まれます。（第○条の△の□→繰り下げ→第◎条） 

（個人１） 

 

１．当該施行規則の一部改正案については、国民生活への実質的影響等を鑑み、利用

者の立場からは当然の帰結であり賛成いたします。 

（個人３） 

今回の電気通信事業法施行規則の一部を改正する省

令案に対する賛同の意見として承ります。 

 

また、条番号の整理につきましては、参考意見として承

ります。 

意見２ 高額パケットに関する訴訟について 考え方２ 

携帯電話の契約時にパケット通信料の十分な説明がなく、予想外の高額請求をされた

として、北海道の顧客２人が３日、ソフトバンクモバイルに計約１７０万円の債務不存在の

確認を求める訴訟を札幌地裁に起こした。  

訴状によると、北海道東部の２０代の男性は２００７年１０月、釧路市の販売店で「海外

の妹が使う」と説明し契約。この際、パケット代が定額になる「パケットし放題」のオプショ

ンは海外で対象外なのに、店員が説明しなかったため２カ月間で約９９万円の通信料が

発生した。  

札幌市の男性（２０）は０７年１０月、十分な説明を受けず「パケットし放題」のオプション

契約を解除したため、約１カ月半で約７６万円の通信料が発生した。  

２人は突然の高額請求は公序良俗に反すると主張。説明義務にも違反しており、請求

は権利の乱用と訴えている。  

 参考情報として承ります。 

（別添） 



２人の代理人弁護士で、携帯電話被害対策弁護団事務局長の猪野亨弁護士は同日

会見し「定額料金の１００倍以上になるような請求は常識的におか$7$/!"4k6H$N（※）と

述べた。  

ソフトバンクモバイル広報室は「訴状が届いていないので、現時点でコメントを差し控え

たい」とコメントしている。 

（個人２） 

（※）・・・一部文字化け 

意見３ 契約締結後も、電気通信事業者による提供条件の変更の場合は、説明を徹底す

べき。 

考え方３ 

２．一方で、電気通信役務提供条件の説明については、その契約時のみならず契約締結

後も電気通信事業者によって提供条件が変更される場合は、説明を徹底することとして

いただきたい。 

電気通信役務の提供条件については、その専門性や複雑性から、利用者にとってそ

の全容を正確に把握・理解することは難しい。 

電気通信事業者による新たなサービスや提供条件の変更によって、利用者がその内

容を理解していれば本来得ることができた利益を喪失したり、説明を受けていなかったた

めに新たに規定された手続きを行わず、同様に本来享受できた利益を享受できないこと

が散見している。 

常に利用者は利用者の責任において判断できる状態にあるよう、電気通信事業者は

説明する責務を負うべきである。 

（個人３） 

 参考意見として承ります。 

 なお、電気通信事業法施行規則第２２条の２の２第５項

においては、契約締結時のみならず、電気通信事業者か

らの申出により電気通信サービスに関する提供条件を変

更する場合には、電気通信サービスの提供に関する値上

げその他当該電気通信サービスの提供を受ける者にとっ

て提供条件が不利となるものに関しては、変更しようとする

事項について説明しなければならないとされており、これに

反した場合も、総務大臣による業務改善命令の対象となっ

ているところです。 

 

意見４ 電気通事業者による説明の正確性に関する保証を徹底させ、誤説明に対する電

気通信事業者の責任と賠償を明確化し、行政が適切に状況の把握と指導をすべ

考え方４ 



き。 

３．電気通信役務の提供条件が契約締結後変更されたり、利用者側の利用形態・利用頻

度その他生活様式の変化等により必要とするサービス内容が変化することは容易に想

像される。 

上記２．のとおり、契約締結後の利用者への変更説明や利用者からの問い合わせに

ついての説明義務は必要なことであるが、その説明内容が事実と相違することが散見さ

れる。 

電気通信事業者はコールセンターや電子メールによる問い合わせ窓口を設定している

ことが多いが、電気通信事業者においても電気通信役務の提供条件の専門性・複雑性

からか、正確に説明しうる技能を持ったコールセンターオペレータや担当者を維持できて

いないものと思料する。 

 この状態を放置することは、本件施行規則の一部改正はもちろん、電気通信事業法自

体を無意味なものとする危険性を孕んでおり、説明の正確性に関する保証を徹底させる

ことが何より重要であり、誤説明に対する電気通信事業者の責任と賠償を明確化し、行

政が適切に状況の把握と指導をすべく改正すべきである。 

（個人３） 

 参考意見として承ります。 

なお、電気通信事業法第２９条において、電気通信事業

者等が電気通信事業法第２６条の説明義務の規定に違反

したときは、総務大臣は当該電気通信事業者等に対し、利

用者の利益を確保するために必要な限度において、業務

の方法の改善その他の措置をとるべきことを命ずることが

できるとされており、総務省において、当該規定に基づき、

適切な執行を図ることが適当と考えます。 

意見５ 多数の代理店を抱えている電気通信事業者には、代理店に対する管理責任を

持たせるべき。また、プロバイダ等に対して、営業代理店の強化や各地域への事

業所設置を義務づけるべき。 

考え方５ 

数年前から、光ファイバーの普及を促すため、たくさんの企業が営業を行っています

が、ＮＴＴの代理店に関していくら代理店だからといって、ＮＴＴは代理店に対して契約さえ

あげれば、なんでもいいと放置しすぎだと思います。  

何か、トラブルがあったときの対応も代理店やプロバイダの問題などで、ＮＴＴには関係

ないです等の対応が多いです。  

 参考意見として承ります。 

 なお、電気通信事業法第２６条においては、電気通信事

業者のみならず、電気通信事業者の電気通信役務の提供

に関する契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理を業と行う

者に対しても提供条件の説明を義務つけているところで



この対応に関してはＫＤＤＩも同じことが言えると思います。  

確かに違う会社なのでしょうが、顧客からみると分かりずらい事が多いので、サービス

を使うために付属するものは他社のものであっても、絶対に案内すべきだと思います。 

あと、携帯ショップやケーブルテレビに関しては、各地にきっちり店舗を用意し、来店で

きるようになっているにも関わらず各プロバイダや通信会社は店舗がなく、問い合わせの

電話番号も全て機械音声で繋がらないことが多いです。 

これだと、いろんなトラブルや最近だと振り込め詐欺などが増えても仕方ないと思いま

す。 

この分かりずらい仕組みをなくす為にも、各営業代理店の強化や各地域に 1 箇所は来

店できる事業所の設置を義務づけさせた方がいいと思います。通信業界の営業マンに

は、この曖昧なシステムを利用し複数の会社と雇用契約を結んだり、失業給付を受けな

がら収入を得たりなど、中身のない雇用も発生してます。 

早急にこういう不正な人たち（企業）を取り締まり、法外な罰金を徴収すべきだと思いま

す。 

現在、この通信業界は契約数だけに目が行き過ぎて、不正や悪徳商法などは場当た

り的な対応のみで、実際黙認すぎると思います。 

ＮＴＴやＫＤＤＩなど多数の代理店を抱えている企業には、代理店に対する管理責任も持

たせるべきだと思います。 

（個人４） 

す。 
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電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案の概要 

 

Ⅰ 背 景 

 

  総務省では、２０１０年代初頭までに実施すべき施策をまとめた「新競争

促進プログラム２０１０」（平成１８年９月策定、平成１９年１０月改訂）を 

受け、急激な市場環境変化に対応した消費者保護策の強化に向けた具体的施

策を検討するため、「電気通信サービス利用者懇談会」を平成２０年４月から

開催した。 

当該懇談会報告書（平成２１年２月）において、契約締結時に説明すべき

事項として契約解除の条件等は規定されているが、契約解除の手続等は規定

されていないことから、電気通信事業法施行規則を改正し、契約解除の手続

等についても説明すべき事項とすることが適当との考え方が示された。 

 

また、２．５ＧＨｚ帯の周波数を使用する広帯域移動無線アクセスシステ

ム（以下「ＢＷＡ」という。）は、これまでの第３世代携帯電話を上回る高速

の無線アクセスシステムとして、国民の利便性の向上の視点から期待されて

いる。平成２１年２月中にもサービスの提供が開始される予定となっており、

今後、既存の固定系・移動系のアクセスサービスと同様、我が国のブロード

バンド市場において重要な位置を占めることが予想されている。 

このような、国民の日常生活において多用されることが想定される新たな

電気通信サービスの提供にあたっては、トラブルを未然に防止するという観

点から、契約の締結時において提供条件の説明が十分に行われる必要がある。 

 

  さらに、平成２０年６月に成立し、平成２１年４月から施行される青少年

が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律

（以下「青少年インターネット環境整備法」という。）第１７条は、携帯電話

インターネット接続役務を提供する相手の青少年に対して、保護者が不要と

しない限り、「青少年有害情報フィルタリングサービス」の利用を条件として

同役務を提供することを義務づけている。 

現在、「青少年有害情報フィルタリングサービス」の利用についても、閲覧

される情報の範囲等について制限がなされることから、電気通信役務の利用

の制限として説明の対象となる事項であり、そのことを電気通信事業法施行

規則にも明確にする必要がある。 
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  本件は、以上を踏まえ、電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案

について、情報通信行政・郵政行政審議会に対し諮問を行うものである。 

 

Ⅱ 概 要 

 

  電気通信事業法第２６条は、利用者が電気通信サービスの内容を十分に理

解した上で契約を締結することを可能とすることによって、契約締結に係る

電気通信事業者等と利用者との間のトラブルを防止し、利用者の利益の保護

が図られるよう、電気通信事業者等が、契約の締結等に当たり、利用者が最

低限理解すべき提供条件を説明しなければならないこととしている。 

その対象となる電気通信役務及び具体的な説明事項については、電気通信

事業法施行規則に規定されており、本件改正は、これらについて、以下の見

直しを行うものである。 

 

（１）提供条件の説明の対象となる電気通信役務の見直し 

   国民の日常生活において多用されることが想定される新たな電気通信サ

ービスとして、ＢＷＡアクセスサービスの提供開始が予定されていることか

ら、同サービスを契約締結時における提供条件の説明の対象となる電気通信

役務として規定する。 

   なお、ＢＷＡアクセスサービスについては、現在においても電気通信事

業法施行規則第２２条の２の２第１項第８号に含まれるものであるが、今後、

既存の固定系・移動系のアクセスサービスとは別個のサービスとして、我が

国のブロードバンド市場において重要な位置を占めることが予想されてい

ることから、これらサービスとは別に、新たに規定するものである。 

 

（２）提供条件の説明事項の見直し 

   電気通信サービスでは、利用者にとって契約解除の際の連絡先及び方法

が分かりづらく、結果としてトラブルになっている事案があることから、こ

れらを未然に防止するため、契約解除の連絡先及び方法について説明事項の

対象とする。 

   また、青少年インターネット環境整備法において、携帯電話インターネ

ット接続役務を提供する青少年に対しては、保護者が不要としない限り、青

少年有害情報フィルタリングサービスの利用を条件として携帯電話インタ

ーネット接続役務を提供する義務が設けられたため、電気通信事業法施行規

則上、利用に関する制限事項として説明事項の対象であることを明示する。 
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【参考】電気通信サービス利用者懇談会報告書 p.9 

３ 契約締結時の説明義務等の在り方 

（２）説明義務等の在り方 

   （中略） 

また、電気通信サービスでは、一つのサービスの利用に複数の電気通信事業者

との契約が必要となるときがあるが、その解除に際して、一部の契約のみ解除し

すべての契約の解除が完了したと誤認したり、契約締結時からの期間経過により

複数の契約があったことを失念したりするなど、利用者にとって契約解除の際の

手続等が分かりづらく、結果として、トラブルになっている事案がある 。また、

契約締結は契約代理店でも行えるが、契約解除は契約代理店では行えなかったり、

契約解除にはＩＤとパスワードが必須だったりするなど、契約解除の際の手続等

が分かりづらく、結果として、トラブルになっている事例もある。 

現在、契約締結時に説明すべき事項を定めた電気通信事業法施行規則に、契約

解除の条件等 は規定されているが、契約解除の手続等は規定されていないことか

ら、電気通信事業法施行規則を改正し、契約解除の手続等についても説明すべき

事項とすることが適当である。 

 

【参考】青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する

法律（平成二十年六月十八日法律第七十九号） 

第十七条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者は、携帯電話インターネット

接続役務を提供する契約の相手方又は携帯電話端末若しくはＰＨＳ端末の使用者が

青少年である場合には、青少年有害情報フィルタリングサービスの利用を条件とし

て、携帯電話インターネット接続役務を提供しなければならない。ただし、その青

少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリングサービスを利用しない旨の申出を

した場合は、この限りでない。  

２ 携帯電話端末又はＰＨＳ端末をその保護する青少年に使用させるために携帯電話

インターネット接続役務の提供を受ける契約を締結しようとする保護者は、当該契

約の締結に当たり、携帯電話インターネット接続役務提供事業者に対しその旨を申

し出なければならない。 

 



省令案の概要に関する参考資料



電気通信事業法における利用者保護のための基本的枠組み

電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保護し、もつて電気通信の健全な発達及び国民の
利便の確保を図り、公共の福祉を増進する （第１条）

○ 利用の公平
電気通信役務の提供について不当な差別的取扱いをしてはならない（第６条）

○ 提供義務
正当な理由なく役務の提供を拒んではならない（※）（第２５条）

○ 契約約款の公表・掲示
契約約款を公表するとともに、公衆の見やすいように掲示しておかなければならない（※）（第２３条）

※ 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務を提供する電気通信事業者が対象

○ 業務の改善命令
総務大臣は電気通信事業者に対し、利用者の利益又は公共の利益を確保するために必要な限度において、業務の方

法の改善その他の措置をとるべきことを命ずることができる（第２９条）

※ 業務改善命令に対する違反については２００万円以下の罰金

○ 提供条件の説明（事前の措置）

契約締結に際して料金その他提供条
件の概要について説明しなければなら
ない（※）（第２６条）
※ 契約代理店も対象

○ 苦情等処理（事後の措置）
業務の方法、役務についての利

用者からの苦情等について適切か
つ迅速に処理しなければならない
（第２７条）

○ 休廃止の事前周知（休廃止時）

事業を休止又は廃止しようとす
るときは、利用者に対し、その旨
を周知させなければならない
（第１８条第３項）

違反があった場合の担保措置

個別の利用者への対応に関するルール

利用者保護のための基本的ルール

法の目的

１



提供条件の説明義務の対象となる電気通信役務の見直し ２

国民の日常生活において多用されることが想定される
ＢＷＡアクセスサービスを説明義務の対象となる電気通信役務として新たに規定

（提供条件の説明）
第２６条 電気通信事業者及び電気通信事業者の電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理を業

として行う者は、電気通信役務の提供を受けようとする者（中略）と国民の日常生活に係るものとして総務省令で定
める電気通信役務の提供に関する契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理をしようとするときは、総務省令で
定めるところにより、当該電気通信役務に関する料金その他の提供条件の概要について、その者に説明しなければな
らない。

利用者が電気通信サービスの内容を十分理解した上で契約を締結できるようにすることにより、電気通信事業者との
間のトラブルを未然に防止

■ 対象サービス（一般消費者向けサービス）（現行）
○ 電話及びＩＳＤＮサービス
○ 携帯電話・ＰＨＳ及び携帯電話・PHSインターネット

接続サービス
○ インターネット接続サービス
○ ＤＳＬサービス、ＦＴＴＨサービス、ＣＡＴＶインター

ネット接続サービス
○ 公衆無線LANアクセスサービス
○ FWAサービス
○ ＩＰ電話サービス

（電気通信事業法施行規則第22条の2の2第1項）

■ BWAアクセスサービスの提供開始
2.5GHz帯の広帯域移動無線アクセスシステム
（BWA）を用い、移動端末向けに提供する電気通信
サービス（BWAアクセスサービス）が開始
（UQコミュニケーションズ株式会社が、平成21年2月26日
からサービス提供開始予定）

国民の日常生活において多用されることが想定

トラブルを未然に防止する必要



現８号は、いわゆる公衆無線LANアクセスサービスを念頭に、無線による携帯電話やPHSを除く
移動端末向けのインターネットアクセスサービスについて規定したもの。

BWAアクセスサービスも、無線による移動端末向けのインターネットアクセスサービスという点に
おいては、現８号に規定する内容に含まれる、しかし、BWAアクセスサービスは、今後、既存の固

定系・移動系のアクセスサービスとは別個のサービスとして、我が国のブロードバンド市場において
重要な位置を占めることが予想されていることから、本件改正において、BWAアクセスサービスに
ついては新８号に、公衆無線LANアクセスサービスについて現８号とは別に、新たに規定するもの
（現８号は新９号とする）。

ＢＷＡアクセスサービスと現在の電気通信事業法施行規則第２２条の２の２第１項第８号との関係

電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号）
第２２条の２の２第１項第８号

利用者の電気通信設備と接続される一端が無線により構成される端末系伝送路設備（その一端が移
動端末設備（携帯電話端末及びＰＨＳ端末を除く。）と接続されるものに限る。）を用いてインター
ネットへの接続点までの間の通信を媒介する役務

３



提供条件の説明義務の対象となる説明事項の見直し ４

（提供条件の説明）
第２６条 電気通信事業者及び電気通信事業者の電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理を業

として行う者は、電気通信役務の提供を受けようとする者（中略）と国民の日常生活に係るものとして総務省令で定
める電気通信役務の提供に関する契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理をしようとするときは、総務省令で
定めるところにより、当該電気通信役務に関する料金その他の提供条件の概要について、その者に説明しなければな
らない。

現行の説明義務の対象となる説明事項に、契約の解除に関す
る問合せ連絡先及び方法を新たに規定することにより、契約解
除の際の手続等が分かりづらいことにより発生するトラブルの
防止を図る。

■ 説明すべき事項（現行）
○ 電気通信事業者（及び代理店等）の名称等
○ 電気通信事業者（及び代理店等）の問い合わせ連絡先（電話窓口の場合は受付時間も含む。）
○ 電気通信サービスの内容 ○ その利用者に適用される料金、経費 ○ 無料キャンペーン等の適用期間等の条件
○ 消費者からの申出による契約変更及び解除条件等 （電気通信事業法施行規則第22条の2の2第3項）

■ 電気通信サービス利用者懇談会報告結果（平成21年4月）
一つのサービスの利用に複数の電気通信事業者との契約が
必要とされるサービスの存在
利用者は契約締結時からの期間経過により複数の契約が
あったことを失念
契約締結は代理店でも行えるが、契約解除は代理店では
行えなかったりする事例

⇒ 利用者にとって契約解除の際の手続等が分かりづらく、結
果としてトラブルに発展する事案の発生

■ 青少年インターネット利用環境整備法（平成21年4月施行）
インターネット接続役務を提供する青少年に対して、保護者
が不要としない限り、「青少年有害情報フィルタリングサービ
ス」の利用を条件として提供する義務
契約の際にフィルタリングサービスの内容の説明を受けた
ことがあると認識している利用者は15.6%（平成19年度調査）

⇒ 契約締結時にフィルタリングサービスの内容の説明が必
ずされることを担保する必要

フィルタリングサービスを説明事項として明示することによりそ
の説明を担保し、フィルタリングサービスの一層の理解に資す
ることとする。



加入時

ＩＳＰへ契約申込み
⇒ 回線の利用も可能に

ＩＳＰ（Ａ社）

ＡＤＳＬ（Ｂ社）

ＩＰ電話（Ｃ社）

解約時

ＩＳＰ（Ａ社）ＩＰ電話（Ｃ社）

解約申込み

解約申込み

解約申込み

ＡＤＳＬ（Ｂ社）

５複数契約の例（インターネット契約）

ユーザはＩＳＰ（Ａ社）に申込みを行うだけで、インターネット
の利用が可能になる。
（ＡＤＳＬ（Ｂ社）、ＩＰ電話（Ｃ社）へはＩＳＰ（Ａ社）が取り次ぎ
を行い、それぞれユーザと契約が結ばれることになる。）

インターネットを解約する際は、ユーザは、自らですべての
解約申込みを行う必要がある。



ＡＤＳＬ（Ｂ社）

ＩＳＰ（Ａ社）

ＡＤＳＬの契約を解除し、ＦＴＴＨへ
切替。その際、ＩＳＰとの契約を解除
しないまま、別のＩＳＰに変更。従前
契約していたＩＳＰとの契約が継続
していたケース。

ＩＳＰ（Ｃ社）

ＦＴＴＨ（Ｄ社）

契約解除

新規契約

新規契約

結 果

ＡＤＳＬ（Ｂ社）

ＩＳＰ（Ａ社）

当初申込はＩＳＰへの申込み手続き
だけで足りてしまったため、ＡＤＳＬ
の契約があることを知らず、ＦＴＴＨ
へ切替。従前契約していたＡＤＳＬ
との契約が継続していたケース。

ＦＴＴＨ（Ｃ社）
新規契約

ＩＰ電話（Ａ社

ＦＴＴＨへの切替時に、元のＡＤＳＬ
が提供するＩＰ電話の契約を解除し
ないまま、ＦＴＴＨが提供するＩＰ電
話を契約。従前契約していたＩＰ電
話の契約が継続していたケース。

契約未解除

契約未解除

ＩＳＰ（Ａ社）

ＡＤＳＬ（Ｂ社契約解除

契約未解除

結 果 結 果

ＩＰ電話（Ｃ社新規契約

ＦＴＴＨ（Ｃ社 新規契約

ＩＳＰ（Ａ社）

ＩＳＰ（Ａ社）

６複数契約がある場合に契約を解除しなかった例

ＩＳＰ（Ａ社）との解約を失念
⇒ 料金が徴収されたまま

ＡＤＳＬ（Ｂ社）との解約を失念
⇒ 料金が徴収されたまま

ＩＰ電話（Ａ社）との解約を失念
⇒ 料金が徴収されたまま

ケースⅠ ケースⅡ ケースⅢ



７

基本理念
青少年の適切なｲﾝﾀｰﾈｯﾄ活用能力習得

(発達段階に応じた情報の取捨選択能力等)
フィルタリングの利用による

青少年の有害情報の閲覧機会の最小化
民間主導(国等は支援)

○青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律(平成20年
法律第79号）は、平成20年6月に成立。

○平成21年４月１日から施行。

第17条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者は、携帯電話インターネット接続役務を提供す
る契約の相手方又は携帯電話端末若しくはＰＨＳ端末の使用者が青少年である場合には、青少年有
害情報フィルタリングサービスの利用を条件として、携帯電話インターネット接続役務を提供しなけれ
ばならない。ただし、その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリングサービスを利用しない
旨の申出をした場合は、この限りでない。

○青少年有害情報フィルタリングサービスは、携帯電話インターネット接続役務を提供する際、
その利用に係る制限となるもの。

○法律により設けられた制限であることから、説明事項の対象として明示することとする。
○また、保護者が適切に利用の必要性について判断し、フィルタリングサービスの利用を一層促
進するためにも、その説明を確実に行うようにすることが必要。

青少年有害情報フィルタリングサービスの説明について



 一
 

○ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 第 二 十 五 号 ） の 一 部 を 改 正 す る 省 令 案 新 旧 対 照 表      （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ） 

改 正 案 現   行 

（ 提 供 条 件 の 説 明 ）  

第 二 十 二 条 の 二 の 二 法 第 二 十 六 条 の 総 務 省 令 で 定 め る 電 気 通 信 役 務 は 、 次 の 各

号 に 掲 げ る も の （ 付 加 的 な 機 能 の 提 供 に 係 る 役 務 （ 一 般 消 費 者 の 利 益 に 及 ぼ す

影 響 が 大 き い も の を 除 く 。 ） 、 主 と し て 法 人 そ の 他 の 団 体 が 利 用 者 と な る こ と

が 見 込 ま れ る 役 務 そ の 他 一 般 消 費 者 の 利 益 に 及 ぼ す 影 響 が 特 に 少 な い 役 務 を 除

く 。 ） と す る 。 

 

一 ～ 七 （ 略 ） 

 

八 利 用 者 の 電 気 通 信 設 備 と 接 続 さ れ る 一 端 が 無 線 に よ り 構 成 さ れ る 端 末 系 伝

送 路 設 備 （ そ の 一 端 が 移 動 端 末 設 備 と 接 続 さ れ る も の に 限 る 。 ） を 用 い て イ

ン タ ー ネ ッ ト へ の 接 続 点 ま で の 間 の 通 信 を 媒 介 す る 役 務 で あ つ て 、 無 線 設 備

規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 八 号 ） 第 四 十 九 条 の 二 十 八 又 は

第 四 十 九 条 の 二 十 九 で 定 め る 条 件 に 適 合 す る 無 線 設 備 を 用 い て 提 供 さ れ る も

の 

 

九 利 用 者 の 電 気 通 信 設 備 と 接 続 さ れ る 一 端 が 無 線 に よ り 構 成 さ れ る 端 末 系 伝

送 路 設 備 （ そ の 一 端 が 移 動 端 末 設 備 （ 携 帯 電 話 端 末 及 び Ｐ Ｈ Ｓ 端 末 を 除 く 。 ）

と 接 続 さ れ る も の に 限 る 。 ） を 用 い て イ ン タ ー ネ ッ ト へ の 接 続 点 ま で の 間 の

通 信 を 媒 介 す る 役 務 （ 前 号 に 掲 げ る も の を 除 く 。 ） 

 

十 ・ 十 一 （ 略 ）  

 

 

２ （ 略 ） 

 

（ 提 供 条 件 の 説 明 ）  

第 二 十 二 条 の 二 の 二 法 第 二 十 六 条 の 総 務 省 令 で 定 め る 電 気 通 信 役 務 は 、 次 の 各

号 に 掲 げ る も の （ 付 加 的 な 機 能 の 提 供 に 係 る 役 務 （ 一 般 消 費 者 の 利 益 に 及 ぼ す

影 響 が 大 き い も の を 除 く 。 ） 、 主 と し て 法 人 そ の 他 の 団 体 が 利 用 者 と な る こ と

が 見 込 ま れ る 役 務 そ の 他 一 般 消 費 者 の 利 益 に 及 ぼ す 影 響 が 特 に 少 な い 役 務 を 除

く 。 ） と す る 。 

 

一 ～ 七 （ 略 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

八 利 用 者 の 電 気 通 信 設 備 と 接 続 さ れ る 一 端 が 無 線 に よ り 構 成 さ れ る 端 末 系 伝

送 路 設 備 （ そ の 一 端 が 移 動 端 末 設 備 （ 携 帯 電 話 端 末 及 び Ｐ Ｈ Ｓ 端 末 を 除 く 。 ）

と 接 続 さ れ る も の に 限 る 。 ） を 用 い て イ ン タ ー ネ ッ ト へ の 接 続 点 ま で の 間 の

通 信 を 媒 介 す る 役 務  

 
九 ・ 十 （ 略 ）  

 

 

２ （ 略 ） 

 



 二
 

 
３ 法 第 二 十 六 条 に 規 定 す る 電 気 通 信 役 務 に 関 す る 料 金 そ の 他 の 提 供 条 件 の 概 要

の 説 明 は 、 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 す る 契 約 の 締 結 又 は そ の 媒 介 、 取 次 ぎ 若 し

く は 代 理 が 行 わ れ る ま で の 間 に 、 少 な く と も 次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 行 わ な け

れ ば な ら な い 。 

 

一 ～ 四 （ 略 ） 

 

五 提 供 さ れ る 電 気 通 信 役 務 の 内 容 （ 名 称 、 第 一 項 の 区 分 に よ る 電 気 通 信 役 務

の 種 類 及 び 品 質 、 提 供 を 受 け る こ と が で き る 場 所 又 は 緊 急 通 報 に 係 る 制 限 、

青 少 年 が 安 全 に 安 心 し て イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 で き る 環 境 の 整 備 等 に 関 す る

法 律 （ 平 成 二 十 年 法 律 第 七 十 九 号 ） 第 二 条 第 八 項 に 規 定 す る 携 帯 電 話 イ ン タ

ー ネ ッ ト 接 続 役 務 提 供 事 業 者 が 提 供 す る 同 条 第 十 項 に 規 定 す る 青 少 年 有 害 情

報 フ ィ ル タ リ ン グ サ ー ビ ス に よ る 制 限 そ の 他 の 当 該 電 気 通 信 役 務 の 利 用 に 関

す る 制 限 が あ る 場 合 に は そ の 内 容 を 含 む 。 ）  

 

六 ～ 八 （ 略 ） 

 

九 電 気 通 信 役 務 の 提 供 を 受 け る 者 か ら の 申 出 に よ る 契 約 の 変 更 又 は 解 除 の 連

絡 先 及 び 方 法 

 

十 （ 略 ） 

 

３ 法 第 二 十 六 条 に 規 定 す る 電 気 通 信 役 務 に 関 す る 料 金 そ の 他 の 提 供 条 件 の 概 要

の 説 明 は 、 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 す る 契 約 の 締 結 又 は そ の 媒 介 、 取 次 ぎ 若 し

く は 代 理 が 行 わ れ る ま で の 間 に 、 少 な く と も 次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 行 わ な け

れ ば な ら な い 。 

 

一 ～ 四 （ 略 ） 

 

五 提 供 さ れ る 電 気 通 信 役 務 の 内 容 （ 名 称 、 第 一 項 の 区 分 に よ る 電 気 通 信 役 務

の 種 類 及 び 品 質 、 提 供 を 受 け る こ と が で き る 場 所 、 緊 急 通 報 そ の 他 の 当 該 電

気 通 信 役 務 の 利 用 に 係 る 制 限 が あ る 場 合 に は 、 そ の 内 容 を 含 む 。 ）  

 

 

 

 

 

六 ～ 八 （ 略 ） 

 

 

 

 

九 （ 略 ） 

 

附 則 

  こ の 省 令 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 

 


